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Environment and Sustainable Development in the Process of International Relations:
by Takeshi Hara.
A summary of a One Year research project into changing international concepts of Environment,
Sustainability and Development.
Based on my experience in Environmental Journalism activities over the past 35 Years in and
out of Japan, I have come to believe that we must carefully identify conflicting implications on
the notions of Environment, Sustainability and Development from political, geographic, time and
philosophic points of view. In this paper I will trace the changing concept of these terms
through the process of international reciprocal relationships in the time-frame from the Stockholm
Earth Summit to the post Rio de Janeiro Summit period.
As to the crucial point at issue in regard to why sustainable development is not yet occurring
in Asia, I must point to massive population pressure, the North/South differential and global
trading system as contributing reasons.
By analyzing fragmentary information released by NGOs of Asian countries and by
international organizations, filteres through the key term uSustainable Development , we will be
able to determine the actual conditions of developing countries in the region. While these
countries are collectively known as the economic growth center of the world, their social
structures are insecure and do not appear to be transitional
Under these circumstances, it is widely considered that the concepts of Environment,
Sustainability and Development must be reconsidered in view of the richly diverse societies in the
region. It is essential that a new development paradigm be introduced integrating endogenous





















































Affluence (経済成長が原因の環境汚染｡国際問題)である｡他方, ｢人口の急増｣ ｢対外債務｣による





































注1　World Wide Fund For Nature, Timber from the South Seas, 1989.
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2腰紀に最も深刻化する問題は｢都市への一極集中｣ 11%, ｢環境破壊｣ 66^,所得格差54%蝣too
2010年までに深刻化する環境問題は｢水質汚染｣ 76. b%, ｢大気汚染｣ 68,&%, ｢熱帯林の減少｣ 63
'',,.-- '
環境問蓮の解決に障害となっているものは｢資金｣58,: ｢技術･ノウノ､ウ｣61･9%, ｢人材｣











注16　UNDP Metropolitan Environmental Improvement Programme




Four-Country Citizens Report on The Environment 1995;












































































































































































































注26　NGO Sustainble Agriculture Treaty 1992
NGO Food Security Treaty 1992












































課題-の共通認識をはかる基本的な討議資料として｢A Long-Term Perspective on Enviroment
and Development in the Asia-Pacific Region｣ (ECO ASIA 1997年)
｢Establish a Partnership for Environment and Development in the Asia-Pacific Region｣ (Qu
Geping ECO-ASIA introductory speech 1993)などを用いている｡
早稲田大学アジア･太平洋研究科では,教育システムの核心に｢トライアングル･メソッド｣を据え
ている｡
｢教職員｣ ｢大学院生｣そして｢学外の諸アクター｣たとえば国際機関,中央｡地方政府,企業　NPO,
NGO,研究機関,市民など三者間の有機的な相関関係を組織することにより教育,研究水準の向上を
図るシステム構成である｡
｢現実の社会に生かしうる実学の創造｣のために効果的な方法である｡しかしプロジェクト研究｢環境
と持続可能な発展｣は院生の関心事,研究テーマが多岐にわたるので,トライアングル･メソッドを活
かした全員参加の研究プロジェクトを設定するのは容易ではない｡
当面はインターン研修を活用するとともに,環境情報の世界の交差点となっている東京での研究会,
討論会,講演会へ院生の参加を積極的に奨めている｡
インターン研修の例としては,総理官邸と環境庁の発意で,神奈川県の湘南国際村に98年設立された
財団法人｢地球環境戦略研究機関｣ (IGES)の｢環境ガバナンス｣及び｢環境教育｣研究プロジェクト
に一名づつ年間契約のインターン生として参加している｡いずれも中国をフィールドにしたそれぞれの
修士論文と同一テーマを研究しているプロジェクトなので,日英中の3カ国語をこなすインターン生は,
先方にとっても益するところが多いようである｡
またエコツーリズムを研究している院生は,富士山麓･青木ヶ原に近い芝川町のホールアース自然学
校に住込みでインターン研修に汗を流している｡加わえて環境事業団地球環境基金の海外派遣研修生に
選らばれ,フィリピンのパラワン島で45日間のエコツーリズム調査,研究を行なった｡
いずれも前人未到の研究領域で,その成果を自ら職業を通して実践しようと意欲を燃やしている｡構
造変革の時代に｢新しい酒は,新しい皮袋で｣着実に醸成されつつあるようだ｡
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さらに3名が国際開発高等教育機構(FASID)が後援している成蹟大学大学院経営学研究科主催の
延べ24回に及ぶ｢開発援助共同講座｣に参加し,論文をまとめた｡また1名が安田火災環境財団の援助
を得て,国内外での研修によるLEADジャパン99-2000年プログラムに参加している｡他にも国際協
力事業団(JICA)のインド事務所-のインターン,東京近郊で有機農業の営農実習など院生たちは意
欲的に学外世界-参加している｡また日本環境ジャーナリストの会が主催する第四回アジア環境ジャー
ナリスト交流セミナーにオブザーバーとして参加,報告書の作成を委託され, B5版126ページに日英語
でまとめた｡
プロジェクト研究｢環境と持続可能な発展｣で院生たちが共通して関心を示しているのは経済学にお
ける｢交換価値｣から｢使用価値｣さらに社会的共通資本との関連で評価される｢開係価値｣ -,価値
体系の新たな展開の動きである｡
プロジェクト研究では,この課題を折から政府,国会で審議中だった｢農業基本法｣ (1961年)に代
わる｢食料,農業,農村基本法｣ (1999年7月成立)の作成過程を跡づけることで考察した｡とくに農
林業の公益的機能を確保し,地域社会を維持するために導入されることになった中山間地域等(条件不
利地域)直接支払制度の検討会の議論に注目した｡関係価値の実体を日本の地域社会にひきつけてとら
えることに院生たちは共感を示した｡内発的発展型を構想する際に手掛かりとなる新パラダイムとなり
得よう｡
2000年4月にアジア太平洋研究科の一期生が卒業する｡プロジェクト研究｢環境と持続可能な発展｣
に加わった一期生13人(日本8,中国4,韓国1名)の院生たちの行動は多彩である｡論文の課題は次
のように選択されている｡
◎環境教育を本格化させようとしている中国-,環境教育を普及していくための課題を,学校が環境
教育を採用していく過程を中国の国内で分析することで,明らかにしようとするもの(中国･留学
生)
◎日本-韓国の自然親和,物質循環的な伝統農法(biological farming)を生かし,風土の特性に応
じた｢環境保全型農業｣のシステムを明らかにする｡ (韓国･留学生)
◎タイ東北部農村のフィールド調査により,環境破壊を招きがちな近代農業の欠陥と貧困との因果関
係を検討し,農村の貧困を解決する方向を研究する(日本･院生)
◎中国のモータリゼーションによる大気汚染の進行を食い止める方法はあるか｡北京市をフィールド
に政策を分析し,新たな解決方法を提案する(日本･院生)
◎環境経済学の手法を用いて,日本の農業,農村の公益的機能-環境価値を把握,計量化する(日本
'I:i
◎日本型エコツーリズムの可能性と課題-エコツアーマーケットとキャリングキャパシティの研究
(日本･院生)
いずれもフィールドワークに基づき,問題発見一検証-解決-の提案を試みる実証的な研究である｡
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中国からの留学生は,自国の環境破壊の現状-の危機感と開発政策-の批判がプロジェクト志望の極
めて強い動機となっている｡韓国の留学生にも同様の傾向が認められる｡さまざまな社会的制約にめげ
ず｢環境教育｣や｢持続可能な農業と地域社会｣づくりを志す意欲がさかんである｡
日本人院生には国際機関に就職し,途上国の発展に尽力しよう望んでいる者の多いことが特徴といえ
る｡こような現状を踏まえ, ｢持続可能な食料生産,農業,農村の在り方｣を学外諸アクターの参加を
求め,トライアングル･メソッドの研究課題に据えたいと考え,準備中である｡
この課題-の解答は,農業にとどまらず,他産業全般,都市の地域社会にも通じる発展のありよう
(paradigm)に敷宿していくことが可能であると思われるからだ｡現実に激動する現場があり,圧倒的
にデークーの蓄積量が豊富で,研究者の人脈も多彩で厚い農業分野で｢環境と持続可能な発展｣の仮読
一検証を試みたいと考えている｡
日本の社会に構造的な変動をもたらすであろう｢食料,農業,農村基本法｣が99年7月12日に成立し
た｡これを機会に｢環境と持続可能な発展｣をアジア,太平洋の地域社会で実証的に調査,研究してい
くフィールドの原型として,日本農業と農村社会の変容を環境と持続可能な発展の視点から調査,研究
していきたいと願っている｡
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